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２０２３（令和 5）年３月１１日  

国家公安委員会  

委員長 谷  公一 様 

委 員  櫻井 敬子 様 

委 員  横畠 裕介 様 

委 員  宮崎  緑  様  

委 員  竹部 幸夫 様 

委 員  野村 裕知 様 

 

殺人事件被害者遺族の会（宙
そら

の会） 

会  長    小林 賢二   

代表幹事  高羽  悟  

                                              （他 宙の会 遺族一同）  

  

要   望   書 

～ＤＮＡ捜査に関する法制化～ 

 

見出しの件については、究極の個人情報と言われる DNA について、殺人事件捜査に有効

活用できるよう法制化を要望致します。 

 

記 

  

〇 要望書提出の思い  

 私たち（資料＊１・＊２）は、平穏な日常生活のなかで、ある日突然に大切な家族を、非情 

な加害者によって生命を奪われました。  

 その日から人生は一変しました。警察と向き合い・法律と向き合い・裁判の流れと向き合う 

こととなりました。  

  

 正直なところ、「殺され損ではないか」という思い、そして「正義は存在するのか」という 

思いに打ちひしがれて、悶々とした日常を迎えている中、「このままでいいのか」・「被害者の

無念をどうしたら果たせるか」自己問答を巡らし続けて 得た結論は、  

「私たちと同じような遺族になって欲しくない」 

という一念でした。 

その思いから、安全・安心社会のために為すべきこととして、  
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① 法制度の確立  

・ 殺人事件に対する公訴時効制度の廃止  

・ 殺人事件に対する損害賠償判決の実効性確保：代執行制度の確立  

② 殺人事件抑止のための安全・安心対策の推進  

      ・ 文科省の推進する「生命を大切にする」道徳教育及び被害者支援団体等のセミナー等

へ講師（遺族）参加  

      ・ 警察等と連携して未解決事件に対する情報提供呼びかけ参加 

等を柱に積極的に取り組んでいます。  

    その結果、時効制度の廃止については、2010 年（平成 22）年 4 月法案成立致しまし 

た。代執行制度については、2011 年以降これまで法務大臣が交代するたびに確立に向

けた「陳情書」を提出（9 人の法務大臣宛提出）しています。また、安全・安心対策活

動についても、可能な限りの努力を続けております。  

  

   そのような取り組みの中で、4 年前（2019 年）5 月 TV 報道番組で、米国における 

「DNA から似顔絵作成」及び「家系図サイトの DNA 型データベース照合」から犯人逮 

捕の実例報道に接しました。  

  

遺族となった直後に思い巡らしたのは、警察はあらゆる捜査を駆使して、早期に犯人を逮捕

してくれるという期待でした。  

しかし、長引く捜査の中で、犯人に直結する DNA が残されているにも関わらず、  

① DNA 捜査が「DNA 型」部分捜査に留まっていること 

しかも  

② データベース件数稀薄と収集活動の限界  

の現況を知る中で、DNA から犯人の性別・民族性・年齢幅・病名発症確率等、限りなく追及捜

査が可能と思われるのに、「究極の個人情報」に対する人権尊重判断により活用されていない実

態に対して、ならば殺人被害者（死者）の人権は何をもって尊重されていますか？と憤りをも

って問いたいところです。  

  

その心境から、ここに国民の良識を代表して警察を管理する国家公安委員会に対して、

中でも DNA 捜査等捜査手法の高度化を図るための規則（資料＊３）権限を有する国家公

安委員に対して、遺族同等の心境を共有して頂き、亡き被害者の無念に応える施策（DNA 

捜査に関する法制化）を要望致します。  

  

〇 DNA 捜査に関する法制化の期待内容  

１ 法制定の目的趣意（ＤＮＡの遺伝子情報及びＤＮＡ型活用）  
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犯人に直結する証拠として、「指紋」及び「ＤＮＡ」の確保は最重要です。指紋について 

は、手袋をする又は拭き取る等の対処によって隠滅することができます。ＤＮＡについては、

毛髪及び接触等による生体微物付着（汗・唾液等）のように、意図的に隠蔽することは 

不可能と思われます。犯罪者が緻密計画の下、犯行に及ぶ悪質な事件に対処する高度化捜査 

手法として、個人識別のＤＮＡ型活用と共にＤＮＡ遺伝情報（性別・民族性・年齢幅・病名 

発症確率等）も活用することを願います。  

 

２ 法律条項  

個人が保有する究極の情報（生命の尊厳）は、人権として尊重されるべきと考え ます。 

 そこには、被害者の人権も当然に加味されるべきです。しかし、殺された被 害者の人権は 

加害者と比較してどのように残されているのでしょうか。死体となった被害者は、司法解剖 

の中で全身を切り刻まれ、臓器及び分泌物は死因究明のために DNA を含む各種検査に至り 

ます。片や加害者は？・・・。  

よって、被害者と加害者の比較衡量の中で、人権侵害がおきない仕組みとして、 法制化に 

より DNA 情報を活用する条項（採取・保管・利用・抹消等）を網羅して、適正運用の検証 

（第三者機関）条項も加えた法体制の確立を願います。  

 

３ DNA 研究体制の充実  

近年、DNA の研究が飛躍的に進んでおり、海外では DNA から似顔絵を作成して事

件 

解決に至っている実例、及び研究の向上等が報道されています。DNA の研究・活用に 

ついて、我が国は相当の遅れを取っているとの意見があります。研究分野も、テーマに 

よっていくつかの学会等に分かれていると伺うなか、犯罪捜査を目的とする安全・安心 

対策のための研究体制確立は喫緊の課題と認識しています。 犯罪がグローバル化される 

中、未解決殺人事件について、海外との関連が指摘されている事件もあります。よって、 

国内のみの捜査情報では限界を感じております。  

このような現況を踏まえ、法体制確立の下、国家公安員会の特別機関たる警察庁（資料＊ 

４）の科学警察研究所を中心に、広く各学会の見識者を交えた第三者機関等を構築して、実 

効性の伴う研究体制の確立を望みます。  

  

〇 連絡先  

  〒101－0062 東京都千代田区神田駿河台 3 丁目 1 番 1 号 大雅ビル７F     

殺人事件被害者遺族の会：宙の会  

   メール   ：soranokai.tokyo@gmail.com ホームページ：http://wwwjikou74.com  
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   （事務局 特別参与 土田猛）  

  

【資料】  

＊１ 殺人事件被害者遺族の会：宙の会  

              宙の会正会員事件名簿           令和 5年 3 月 1 日現在 

№ 事件名 事件日 被害者 遺族(幹事） 

1  ロス疑惑事件 Ｓ54(1979)05.04  白石千鶴子（34）  kyoko s Baker（米国在住） 

2  京都長岡京主婦二人殺人事件 Ｓ54(1979)05.23  水野恵子（32）  水野 清志・和子(笠木） 

3  佐賀女性 7人連続殺人事件 Ｓ63(1988)12.07  中島清美（50）  北村 明子（転居不詳） 

4  札幌信金女性職員殺人事件 H02(1990)12.19  生井宙恵（24）  生井 澄子 

5  松本市女性従業員強盗殺人事件 H06(1994)03.09  六川みすず（47）  六川 茂樹 

6  八王子スーパー店内殺人事件 H07(1995)07.30  矢吹  恵（17）  矢吹 七郎 

7  柴又３丁目女子大生殺人放火事件 H08(1996)09.09  小林順子（21）  小林 賢二  （会長） 

8  群馬町三ツ寺一家三人殺人事件 H10(1998)01.14 
 石井武夫（48）千津子

（48） トメ（85） 
 水野 有希子 

9  名古屋西区主婦殺人事件 H11(1999)11.13  高羽奈美子（32）  高羽 悟 （代表幹事） 

10  岐阜市独居老女強盗殺人事件 H12(2000)12.26  高田千代子（77）  林   清美 

11  世田谷一家四人殺人事件 H12(2000)12.30 
 宮沢みきお（44） 泰

子 
（41）にいな（8）礼（6） 

 宮沢 節子 

 入江  杏 

12  福岡東区老夫婦強盗殺人事件 H13(2001)02.17 
 金丸金次郎（80）愛子

（７３）  藤堂 早苗 

13 
 歌舞伎町ビル放火容疑 44 人死亡

事件 
H13(2001)09.01 

 植田愛子（26）彩子

（22） 
 植田 安子 

 中村紗由理（23）  中村 スイ子 

 多田千帆（23）  小杉 三船 

(匿名希望）  /// 

14  豊明市母子四人放火殺人事件 H16(2004)09.09 
 加藤利代（38）佑基

（15）里奈（13）正悟

（９） 

 天海 とし 

 渕村 信子 

15  広島廿日市市女子高生殺害事件 H16(2004)10.05  北口聡美（17）  北口  忠 

16  英国人留学生殺人事件 H19(2007)03.01  リンゼイ・ホーカー
（22） 

 ビル・ホーカー 

（英国在住） 

17  名古屋市千種区女性殺害事件 H19(2007)08.24  磯谷利恵（31）  磯谷富美子 
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 山本美穂子 

18  金沢市久安男性殺害事件 H20(2008)06.27  橋本清勝（22）  橋本 充史 

19  安城市ストーカー殺人事件 H21(2009)03.26  早川光恵（32）  早川  廣子 

20  愛知県知立市マンション内殺人事
件 

H21(2009)10.29  齋藤真(35)  齋藤  瞭 

＊入会して時効制度廃止法案成立後退会 3件（高齢理由 2件、海外居住 1件）、入会保留 1件 

  

＊２ 宙の会  

○ 設立時趣意  

「遺族の思いは年月を経ても決して薄れることはない。時効制度を廃止し、人を殺

害したら厳刑に至る条理を確立していただきたい。」  

◎ 主な活動経緯 

・ 平成 21 年 2 月 28 日 『宙の会』結成 

・ 5 月 ３日 第一回全国大会 時効制度廃止の「嘆願書」発表 

・ 6 月 12 日 森英介法務大臣あて 署名 4 万 5,000 通提出 

・ 9 月 ９日 民主党への政権交代に伴い、「緊急声明」発表 

・ 11 月 25 日 法務省法制審議会あて「意見書」提出 

・ 平成 22 年 2 月 28 日 宙の会結成１周年 廃止法案「決議文」発表 

・ 3 月 15 日 千葉景子法務大臣あて署名 2 万 8.471 通提出 
（計 73,471 通） 

・ 4 月 27 日 公訴時効制度廃止法案成立 

・ 平成 23 年 2 月 27 日 宙の会第２回総会『殺人事件の民事損害賠償判決に

対する代執行制度確立』の声明発表 

・ 5 月 23 日 江田五月法務大臣宛代執行制度の「陳情書」提出 

・ 平成 24 年 3 月 ４日 宙の会第３回総会 

陳情書発表及び特別賛助会員・報道との交流会 

・ 3 月 ７日 小川敏夫法務大臣宛『殺人事件の民事損害賠償判決

に対する代執行制度確立』の「陳情書」提出 

・  

7 月 ６日 

法務省ヒアリング（刑訴法一部改正関連）発表 

滝実法務大臣宛『殺人事件の民事損害賠償判決に対

する代執行制度確立』の「陳情書」提出 

・ 9 月 ６日 宙の会々長宮澤良行氏逝去 

 

・ 

 

平成 25 年 3 月 2

日 

宙の会第４回総会 

小林賢二会長・高羽悟代表幹事就任及び陳情書発表 

特別講演（山尾志桜里氏）及び特別賛助会員・報道

関係者との懇談会 
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・ 3 月 ７日 谷垣禎一法務大臣宛『殺人事件の民事損害賠償判決

に対する代執行制度確立』の「陳情書」提出 

・  

平成 26 年 3 月 １日 

宙の会第５回総会及び交流会  

総会後「今後の活動方針『殺人事件の損害賠償判決

に対する代執行制度確立』について報道発表。 

・ 平成 27 年 2 月 25 日 上川陽子法務大臣宛『殺人事件の民事損害賠償判決

に対する代執行制度確立』の「陳情書」提出 

・        

2 月 28 日 

宙の会第６回総会及び交流会  

総会後「今後の活動方針及び上川法務大臣宛て「陳

情書」提出した旨等報道発表 

・  

平成 28 年 2 月 27 日 

宙の会第７回総会及び交流会  

総会後「今後の活動方針及び岩城光英法務大臣宛

「陳情書」提出予定等報道発表 

・  

5 月 31 日 

岩城光英法務大臣宛て「陳情書」を大臣及び法務省

大臣官房高嶋智光審議官等同席の中、小林会長及び

土田特別参与から面談後提出 

 

・ 

 

平成 29 年 2 月 26 日 

宙の会第８回総会及び交流会  

総会後「今後の活動方針及び金田勝年法務大臣宛て

「陳情書」提出予定等報道発表 

 

・ 

          

8 月 ７日 

 

上川陽子法務大臣宛「陳情書」提出 

小林会長・高羽代表幹事及び土田特別参与が、法務

省大臣官房審議官金子修及び同民事局局付松波卓

也・同刑事局局付渡辺裕也等に面談後提出 

 

・ 

 

平成 30 年 2 月 25 日 

宙の会第９回総会及び交流会  

総会後「今後の活動方針及び上川法務大臣宛て「陳

情書」提出の件等について報道発表 

・  

平成 31 年 1 月 10 日 

損害賠償判決（前橋地裁）に伴い、代執行制度の確

立訴え記者会見（16-17 時）東京弁護士会館にて虎

門中央法律事務所弁護士 2 名及び土田特別参与 

 

・ 

                   

1 月 17 日 

山下貴司法務大臣宛「陳情書」提出 

高羽代表幹事・北口幹事及び土田特別参与、面談の

上提出。法務省民事局局付松波卓也氏陪席。続い

て、平口洋法務副大臣とも面談のうえ陳情書内容説

明 

 

・ 

 

3 月 ２日 

宙の会 10 周年記念総会及び記念講演・懇親会  

総会後「今後の活動方針及び山下法務大臣宛て「陳

情書」提出等について報道発表 

記念講演：「DNA 型鑑定とは」日大特任教授小室歳

信氏 
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・ 

 

令和 2 年 3 月 7 日 

宙の会第１１回総会及び懇親会 

DVD「DNA 捜査への期待」放映（報道関係陪席） 

総会後「今後の活動方針及び森法務大臣宛て「陳情

書」提出予定等について報道発表 

・                      

6 月 22 日 

森まさこ法務大臣と面談「陳情書」提出 

小林会長・高羽代表幹事及び土田特別参与、森法務

大臣と面談、代執行制度の趣意説明の上陳情書提出 

・  

令和 3 年 2 月 27 日 

宙の会第１２回総会：書面報告・決議（コロナ禍考

慮）上川法務大臣宛「陳情書」提出について日程未調

整 

 

・ 

 

 

 

令和 4 年 3 月 5 日 

宙の会第１３回総会：書面報告・決議（コロナ禍考

慮）古川法務大臣宛「陳情書」提出について日程未調

整 

同日付、国家公安委員会宛て「DNA 捜査に関する法

制化」要望書郵送 

・ 令和 4 年 7 月 22 日 同日付、国家公安委員会宛て「DNA 捜査に関する法

制化」要望書追伸郵送 

 

・ 

 

 

令和 5 年 3 月 11 日 

宙の会第１４回総会  

同日付、齋藤健法務大臣宛「陳情書」及び国家公安  

委員会宛て「DNA 捜査に関する法制化」要望書及び

要望書追伸郵送 

 
＊３ 国家公安委員会規則平成十七年国家公安委員会規則第十五号  

ＤＮＡ型記録取扱規則  

警察法施行令（昭和二十九年政令第百五十一号）第十三条第一項の規定に基づき、Ｄ 

ＮＡ型記録取扱規則を次のように定める。  

（目的）  

第一条 この規則は、被疑者ＤＮＡ型記録等を組織的に作成し、管理し、及び運用するた

めに必要な事項を定め、もって犯罪捜査に資することを目的とする。  

（定義）  

第二条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。  

一 ＤＮＡ型 ヒトの個体のデオキシリボ核酸の塩基配列の特徴で、特定の座位における

特定の塩基配列の繰り返しの回数、特定の塩基配列の有無等で表されるものをいう。  

二 以下～略～  

  

 

＊４ 警察庁  
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平成 24 年３月 警 察 庁 捜査手法、取調べの高度化プログラム   

警察においては、国家公安委員会委員長が主催する「捜査手法、取調べの高度化を

図るための研究会」による最終報告（平成 24 年２月）に盛り込まれた提言を受け、

適正手続の保障を全うしつつ、犯罪を的確に検挙し良好な治安の維持に資するため、

下記により、取調べの録音・録画の試行を拡充するとともに、取調べ の高度化・適

正化、捜査手法の高度化等を着実に推進する。   

１ 取調べの録音・録画の施行の拡充～略  

２ 取調べの高度化・適正化の推進等～略  

３ 捜査手法の高度化等の推進  取調べ及び供述調書への過度の依存から脱却するととも

に、科学技術の発達や情報化社会の進展等に伴う犯罪の高度化・複雑化といった状況

に的確に対応し、客観証拠による的確な立証を図ることを可能とするため、次の取組

を推進する。   

(1) 最終報告に盛り込まれた捜査手法の検討 「捜査手法、取調べの高度化を図る

ための研究会」による最終報告においては、捜査手法の高度化に関し、社会の変化

等に対応するとともに、過度に自白に頼ることなく客観証拠により的確な立証を可

能とするとの観点から、諸外国の制度等も踏まえ幅広く検討がなされた。  

その検討結果を踏まえつつ、 警察捜査にとって有効であり、かつ、相当と考えられ

る捜査手法の導入等に 向け、次の取組を推進する。   

ア ＤＮＡ型データベースを抜本的に拡充するための体制の充実等の取組を進め

る。  イ 略ウ 略   

エ 取調べの機能を補強するための方策の導入等、最終報告に盛り込まれたその他の

捜査手法に関し、関係省庁等と連携しつつ、検討を推進する。  

(2) 合理的・効率的な捜査を推進するための環境の整備 捜査上又は立証上必要な

情報や証拠を迅速かつ確実に入手することによって犯罪の追跡可能性を確保し、合

理的・効率的な捜査を推進するための環境を整備する。   

ア 事業者に対する照会手続の合理化・効率化、事業者等が保有する情報の適切な期

間の保存等について、関係省庁、事業者等との協議を推進する。   

イ 最先端の科学技術を活用した捜査基盤の整備を推進する。   

ウ 鑑識技術や情報分析技術向上のための研修訓練の充実を図る。  

以上  


